
【議題】令和７年度国民健康保険事業の運営について

【審議事項】

１ 国民健康保険料の賦課割合の改定について

２ 国民健康保険料の賦課限度額の改定について

【報告事項】

１ マイナ保険証を基本とする仕組みへの移行について
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２ 賦課割合について （審議事項）

１ 令和７年度の事業費納付金

北海道全体で必要となる保険給付費の総額から公費や他の保険者からの交付金など
を控除した額が，北海道全体の保険料等で集めるべき事業費納付金の総額となるが，
令和７年度の事業費納付金の総額は，国から示された確定係数をもとに北海道が算定
したところ，前年度と比べて減少した。

このため，北海道から本市に示された令和７年度の事業費納付金は，前年度と比べ
３．９１％の減となったが，全道の１人当たり保険給付費が増となったことなどによ
り，１人当たりの納付金については，２．３０％程度増加する見込みである。

令和７年度国民健康保険事業の運営について

本市の賦課限度額については，平成２６年度から国と同額としているところである
が，令和７年度税制改正大綱において，国は国民健康保険料の賦課限度額の基礎賦課
分を１万円，後期高齢者支援金等賦課分を２万円，合計で３万円引上げることを盛り
込んでおり，今後，国民健康保険法施行令を改正する見込みである。

３ 賦課限度額について (審議事項）

令和７年度国民健康保険事業の予算編成にあたっては，保険料の賦課割合の改定お
よび賦課限度額の引上げ等を予定しており，次の１から４の内容を踏まえて行うこと
とする。

被保険者が負担する保険料は，賦課割合や収納率，保健事業に要する費用などの違
いにより，居住する市町村によって異なる状況にあることから，北海道では，被保険
者間の負担の公平化を進めるため，令和１２年度を目途に，道内のどこに住んでいて
も同じ保険料負担になる「保険料水準の統一」を目指している。
これに向けて，本市においても，北海道が示す標準保険料率に近づけていく必要が

あり，賦課割合を所得割から均等割・平等割に段階的に移行させることとしている。

低所得者に対する国民健康保険料の法定軽減（所得に応じて，均等割と平等割の７
割・５割・２割を軽減）のうち，５割および２割の軽減対象者について，国は令和７
年度税制改正大綱において，軽減判定所得基準の見直しを盛り込んでいるところであ
る。

国民健康保険法施行令が改正された場合，本市においても，令和７年度分保険料か
ら，改正後の基準を適用することとなる。

区

分

改定前（令和６年度） 改定後（令和７年度）

世帯合計所得 世帯合計所得

７割
軽減

43万円以下 43万円以下

５割
軽減

43万円＋
（29.5万円×国保加入者数）以下

43万円＋
（30.5万円×国保加入者数）以下

２割
軽減

43万円＋
（54.5万円×国保加入者数）以下

43万円＋
（56万円×国保加入者数）以下

４ 法定軽減基準の見直し
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賦課割合について，所得割を１００分の４５に，均等割を１００分の３５に
それぞれ改定する。

（１）賦課割合の改定

令和７年度の賦課割合については，次のとおり改定する。

１ 国民健康保険料の賦課割合の改定について

※ 標準保険料率は令和７年度納付金（仮係数）ベースによるものであり，今後，変更される
可能性がある。

（単位：％）

（２）改定後の賦課割合の適用

令和７年度保険料の賦課から適用

審議内容

区 分
令和５年度
賦課割合

令和６年度
賦課割合

令和７年度
賦課割合（案）

標準保険料率の
賦課割合※

所得割 ４７ ４６ ４５ ４１

均等割 ３３ ３４ ３５ ３５

平等割 ２０ ２０ ２０ ２４

審議事項



基礎賦課分①
後期高齢者支援
金等賦課分②

小 計
①＋②

介護納付金
賦課分

合 計

令和６年度 １.７０％ ２.０１％ １.７８％ ０.９８％ １.５６％

令和７年度
引上げ前

１.７３％ ２.０９％ １.８４％ ０.９８％ １.５９％

令和７年度
引上げ後

１.６９％ １.８２％ １.７２％ ０.９８％ １.５０％
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賦課限度額について，国の政令改正後の額に改定する。

２ 国民健康保険料の賦課限度額の改定について

審議内容

（１）賦課限度額の改定

令和７年度の賦課限度額については，次のとおり改定する。

年 度

賦課限度額
（基礎分・後期分・介護分の合計）

国（政令） 本 市

令和５年度（改定） １０４万円 １０４万円

令和６年度（改定） １０６万円 １０６万円

令和７年度（改定） １０９万円※1 １０９万円

※1 令和７年度における国の賦課限度額は，現時点においては政令改正前であることから，
税制改正大綱に記載の額である。引き上げとなる３万円の内訳は，基礎賦課分が１万

円，後期高齢者支援金等賦課分が２万円である。

（２）改定後の賦課限度額の適用

令和７年度保険料の賦課から適用

審議事項

（参考）国における限度額該当世帯の割合（令和７年度(推計)）※２

※2 令和６年度は，限度額（合計）の超過世帯割合が１．５６％となっており，限度額を据え
置いた場合，基礎賦課分および後期高齢者支援金等賦課分の超過世帯割合が上昇し，令和
７年度超過世帯割合が１．５９％となるが，賦課限度額を３万円引き上げることにより，

１．５０％に抑制される見込みである。
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令和６年１２月２日以降，マイナ保険証を基本とする仕組みへ移行したが，
現時点において，新規加入者等への「資格確認書」または「資格情報のお知ら
せ」の交付にあたり，窓口での混乱等は生じていないところである。

（１）これまでの経過

・令和６年７月

国保加入者に有効期限が令和７年７月３１日までの従来の保険証を一斉送付

（年齢によって有効期限が短い場合もある。）

・令和６年１２月２日以降

新規加入者等にマイナ保険証の利用登録の有無を踏まえ,「資格確認書」または

「資格情報のお知らせ」を交付

・資格確認書
マイナ保険証の利用登録をされていない方へ従来の保険証の代わりに

交付するものであり，「資格確認書」を医療機関等へ提示することによ
り，保険診療を受けることができる。

・資格情報のお知らせ

マイナ保険証の利用登録をされている方へ自身の資格情報を簡易に確
認いただけるように交付するものであり，マイナ保険証を利用できない
医療機関等を受診する場合には，マイナ保険証とあわせて提示すること
により，保険診療を受けることができる。

（２）今後の予定
・令和７年７月

国保加入者に従来の保険証の有効期限である令和７年７月３１日を迎える
前にマイナ保険証の利用登録の有無を踏まえ，「資格確認書」または「資格
情報のお知らせ」を一斉送付

（３）その他（令和６年１１月末時点）
・国保加入者に占めるマイナ保険証登録者の割合 ６５．９％
・国保加入者のマイナ保険証の利用率 ２８．５％

・マイナ保険証の利用登録の解除申請者数 ３３名

報告事項

１ マイナ保険証を基本とする仕組みへの移行について


